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２．支部独自目標
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令和元年度 島根支部事業推進状況（数値目標まとめ）

１．ＫＰＩ（重要業績評価指標） 「○」は目標達成

「○」は目標達成

No 事業 担当Ｇ 目標 Ｈ30年度末実績

1 健康保険委員委嘱者数 企総 2,600 ○ 2,669 確定値 2,302

2 メールマガジン登録件数 企総 2,100 ○ 2,276 確定値 1,837

3 事業所訪問件数 企総 240 238 確定値 201

4 事業所訪問による健康宣言獲得数 企総 120 ○ 131 確定値 119

5 健康宣言事業所数 企総 950 ○ 1,096 確定値 729

6 認定事業所数 企総 － 132 確定値 106

令和元年度実績

No（※1） 事業 担当Ｇ KPI H30年度実績

1-(2) レセプト点検査定率（内容点検） レセプト 0.368%以上 0.341% 確定値 0.368%

1-(3) 柔整3部位かつ月15日以上施術の申請割合 業務 0.29％以下 0.30% 確定値 0.29%

1-(5)① 資格喪失後1か月以内の保険証回収率 レセプト 97.0%以上 ○ 97.7% 確定値 96.3%

1-(5)② 返納金（資格喪失後受診）回収率 レセプト 74.4%以上 56.6% 確定値 74.4%

1-(5)③ 医療給付費のうち返納金（資格喪失後受診）の割合 レセプト 0.053%以下 ○ 0.041% 確定値 0.053%

1-(6)① サービススタンダード達成状況 業務 100% ○ 100% 確定値 100%

1-(6)② 各種申請書の郵送化率 業務 90.0%以上 87.9% 確定値 87.1%

1-(7) 限度額適用認定証の使用割合 業務 84.0%以上 77.9% 確定値 75.4%

1-(8) 被扶養者資格再確認の提出率 業務 94.0%以上 ○ 96.3% 確定値 93.7%

2-(2)①ア 生活習慣病予防健診実施率（請求ベース） 保健 63.0%以上 ○ 63.5% 確定値 61.9%

2-(2)①イ 事業者健診データ取得率 保健 12.0%以上 ○ 12.4% 確定値 12.2%

2-(2)①ウ 被扶養者の特定健診受診率（請求ベース） 保健 34.0%以上 32.7% 確定値 31.2%

2-(2)② 特定保健指導実施率 保健 29.0%以上 25.4% 確定値 22.9%

2-(2)③ 受診勧奨後3か月以内の受診割合 保健 12.0%以上 10.9% 確定値 10.3%

2-(3)① 広報活動における加入者理解率 企総 38.1%以上 ○ 48.7% 確定値 39.2%

2-(3)② 健康保険委員のカバー率（※2） 企総 63.0%以上 ○ 66.5% 確定値 63.1%

2-(4) ジェネリック医薬品使用割合 企総 80.5%以上 ○ 82.1% 確定値 79.1%

※1　No：事業計画の項番に対応

※2　カバー率：全被保険者のうち健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合

令和元年度実績



Ⅰ．基盤的保険者機能関係
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１．効果的なレセプト点検の推進

【内容点検査定金額実績（令和２年３月末時点）】
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（１）医療費適正化を図るため、レセプトの資格、外傷、内容の各点検を実施

【（参考）左表の査定率内訳】

※ＫＰＩ査定率は診療報酬支払基金分との合算で算出。
（年度サイクルは３月～２月）

 自動点検マスタ等システムを活用し協会のノウハウを最大限活用した効率的な点検の徹底
 点検技術の底上げのための点検員研修の実施
 点検員会議（毎月）による査定事例の集約及び共有化
 点検員のスキル向上のための勉強会の開催（毎月）
 支払基金との定例打ち合わせ会の実施（毎月）

レセプトG
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ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

１－（2）
レセプト点検査定率

（内容点検） 0.368％以上 0.341％ 0.368％



２．柔道整復施術療養費の照会業務の強化

（１）効果的な審査及び調査手法の検討、多部位・頻回申請に対する照会業務の強化

 多部位・頻回及び不適切な受診の疑いがある申請に対して被保険者に照会文書を送付

区分 令和元年度

照会（件） 1,292

【適正給付のための文書照会実績】
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（２）不適切な申請防止のための加入者及び事業主への周知の促進

区分 合計

柔整3部位かつ月15日以上施術の申請件数 99

柔整3部位かつ月15日以上施術の申請割合（％） 0.30%

総申請件数 32,609

【3部位かつ月15日以上施術の申請実績】

 整骨院の正しいかかり方に関するチラシを患者照会文書に同封するとともに支部ホームページ等による広
報を実施

※3部位15日以上（ 99件 ）に対する照会割合
1,292 ÷ 99 ＝ 1,305.1% (全支部平均約 400.0％）

業務G

業務G

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

１－（3）
柔整3部位かつ月15日以

上施術の申請割合 0.29％以下 0.30％ 0.29％
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（３）柔整審査会において「面接確認」を実施

 柔整審査会において申請内容に不正又は不当である内容の疑義を認めた施術所に対して面接確認を実施し、申請誤
りや不備、誤解等が確認できれば改善を求める。

 面接結果を審議のうえ、必要に応じて厚生局へ情報提供を行う。
 これまで実施した4施術所とも、申請内容に改善が見られた。

【面接確認実施実績】

（面接確認実施要領をH30.12.19制定：H30年度１件実施）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計

実施件数 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 3

業務G



３．返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、債権回収業務の推進
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【資格喪失後1か月以内の被保険者証回収実績（R1.4～R2.1月累計）】

区分 回収対象数（枚） 回収済数（枚） 回収率（％）
（参考）回収率
全支部平均（％）

島根支部 29,494 28,821 97.72 93.04

（１）債権の発生を防止するための保険証早期回収強化の取組み

 保険証送付封筒の裏面に、保険証回収への協力依頼文章を印刷。
 被保険者証の未返納者に対する文書催告送付。

※資格喪失等により未返納が確認された場合、１週間以内で催告を実施。

レセプトG

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

1-(5)①
資格喪失後1か月以内の

保険証回収率 97.0％以上 97.7％ 96.3％

1-(5)②
返納金（資格喪失後受診）

回収率 74.4％以上 56.6％ 74.4％

1-(5)③
医療給付費のうち返納金
（資格喪失後受診）の割合 0.053％以下 0.041％ 0.053％
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（２）債権の早期回収と法的手続きによる回収の強化

 債権催告フローに基づく法的措置の早期化
 弁護士名催告の活用及び早期実施（債権発生後４か月での催告）
 法的手続きによる回収

平成27年度 7件、平成28年度 19件、平成29年度 36件、平成30年度 37件、平成31年度 5件
 保険者間調整の積極的な活用による確実な回収

【法的手続き状況（令和２年３月末時点）】

完納
訴訟による和
解（分割納付）

債務名義取得 預金差押え 給与差押え 取下げ 進行中 合計

法的手続き内訳
（件）

5 0 3 0 0 1 2 11

【資格喪失後受診による返納金の回収実績（平成31年４～令和２年３月累計）】

区分
調定金額（円）
※調定後の取り消
しを除く

回収金額（円） 回収率（％）
（参考）回収率
全支部平均（％）

島根支部 12,886,340 7,291,476 56.58 54.11

【医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合（平成31年３～令和２年２月受付分累計）】

区分 医療給付費（円）
返納金無資格

（円）
返納金割合（％）

（参考）返納金割合
全支部平均（％）

島根支部 35,218,280,020 13,981,929 0.041 0.082

※返納金無資格（円）に償却済
債権を含んだ返納金発生割合

※調定金額（円）に償却済債
権を含まない回収率

【保険者間調整による債権回収実施実績（平成31年４～令和２年３月収納件数・金額）】

区分 実施件数 回収金額（円） 実施率 今年度実施目標件数

島根支部 96 6,694,498 10.58 100

※実施率＝無資格受診返納金の
回収分のうち保険者間調整実施に
より完結した件数の率

レセプトG



４．サービス水準の向上
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（１）お客様満足度調査を活用したサービス水準の向上

 健康保険給付について、サービススタンダード（※）により適切に管理のうえ着実に実施

（２）サービススタンダードの着実な実施

※サービススタンダードとは傷病手当金等６種の現金給付申請の受付から振込までの期間を１０営業日以内とすること

 令和元年度実施状況は、達成率100％。

 ＣＳ向上検討委員会を毎月開催し、ＣＳ向上の取り組みを強化。
 サービス向上に向けた月毎目標の標語を決定し掲示。
 お客様満足度調査（※）の結果を踏まえた電話接遇研修（外部講師）を全職員が受講。

令和元年度架電調査の結果 66.7％へ向上（H30年度53.3％）

※お客様満足度調査とは、協会本部が毎年度外部委託により実施する電話・窓口の満足度を図る覆面調査。

（３）郵送化及び届書・申請書作成支援サービスの使用促進

 支部で交付する申請書に返信用封筒を同封。
 健康保険委員広報誌（だんだん健康）へ郵送促進チラシを同封。

業務G

業務G

業務G

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

1-(6)①
サービススタンダード

達成状況
100％ 100％ 100％

1-(6)② 各種申請書の郵送化率 90.0％以上 87.9％ 87.1％



 社会保険事務説明会、新任事務説明会の際に事業所担当者へ制度を周知。
 高額療養費申請者で限度額適用認定証を使用していない方への制度案内を実施。
 県内８７医療機関に申請書・返信用封筒を設置いただき、医療機関から加入者へ直接申請の案内を実施。
 県内８市へ地方単独公費利用者に対する利用案内を勧奨依頼。

（１）事業主や健康保険委員等に対する広報及び医療機関の窓口への申請書配置等による利用促進
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５．限度額適用認定証の利用促進

業務G

（２）デジタルサイネージ（電子掲示板）による広報実施（10月1日～3月31日）

 医療機関に設置されているデジタルサイネージを活用した広報を実施。

【場所】
①島根県立中央病院（出雲市）
②松江市立病院（松江市）

【内容】
①保険証の適正使用
②限度額適用認定証の使用促進
③ジェネリック医薬品の使用促進

【期間】
令和元年１０月１日～令和２年３月３１日

【事業効果検証】

 限度額適用認定申請書の件数の増減により事業効果を検証したところ、広報を実施した島根県立中央病院
及び松江市立病院において件数の増加を認めることはできず、事業効果は低いと判断

 他の広報内容に埋もれてしまったこと（20～30テーマが順番に表示）、待合時間はスマホを閲覧している
こと等が原因で広報効果が低かったと推測

企画総務G

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

1-(7)
限度額適用認定証の

使用割合
84.0％以上 77.9％ 75.4％
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６．被扶養者資格再確認の徹底

被扶養者資格の再確認は、高齢者医療に係る拠出金等の適正化及び被扶養者に該当しない方の無資格受診
防止を目的に事業所に確認文書を送付し毎年度実施。

７．保険証適正使用の啓発

医療機関の事務担当者を対象とした「健康保険医療事務セミナー」を３月に出雲市内の会場で開催する予
定としていたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止とした。

業務G

企画総務G

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

1-(8)
被扶養者資格再確認の

提出率
94.0％以上 96.3％ 93.7％

【事業実績】

被扶養者から除外された人数 約6.6万人（島根支部732人）

高齢者医療制度への負担軽減額 約15億円



Ⅱ．戦略的保険者機能関係
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締結日 締結の相手方

平成26年８月20日 島根県

平成27年6月11日
三師会（一括）

島根県医師会、島根県歯科医師会、島根県薬剤師会

平成27年7月15日 島根県国民健康保険団体連合会

平成27年11月19日
島根県内８市（一括）

松江市・浜田市・出雲市・益田市・大田市・安来市・江津市・雲南市

平成28年3月7日
経済団体（一括）

島根県商工会議所連合会、島根県商工会連合会、島根県中小企業団体中央会、島根県経営者協会

平成28年4月28日
金融機関

山陰合同銀行、島根銀行

平成28年5月11日 島根県社会保険労務士会

平成29年7月19日
島根県内１１町村（一括）

奥出雲町、飯南町、川本町、美郷町、邑南町、津和野町、吉賀町、海士町、西ノ島町、知夫村、隠岐の島町

平成29年11月28日 国立大学法人島根大学

平成30年3月28日 アクサ生命保険株式会社山陰支社

平成30年10月4日 健康保険組合連合会島根連合会

令和元年9月17日
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社島根支店、AIG損害保険株式会社松江支店、株式会社さんびる、
住友生命保険相互会社松江支社、東京海上日動火災保険株式会社山陰支店、
三井住友海上火災保険株式会社山陰支店（五十音順）

・締結団体数：40団体
（自治体20、国保連1、医師会1、歯科医師会1、薬剤師会1、経済団体4、金融機関2、社労士会1、教育機関1、健保連1、保険会社等7）

（参考）協会けんぽ島根支部の協定締結先一覧
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企画総務G



８．ビックデータを活用した個人・事業所単位での健康・医療データの提供

（１）健康宣言事業所に「ヘルス・マネジメントカルテ（平成29年度データ版）」を提供
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 事業所の健診結果データを、島根支部の全加入事業所平均や同一業種平均と比較。
 事業所ごとの健康状態の強みや弱点を確認でき、今後の健康づくり等の取り組みに活用してもらう。
 健康度合がより明確となるよう、従来の順位付けから「ＡＢＣランク付け」に変更。
 健康リスクが高い項目について、どのような対策を提案できるように変更。

Ａ
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B
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同業種ランク
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全体ランク
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B
同業種ランク

血　圧

B

A
同業種ランク

A

平成29年度 28年度 29年度 29年度

貴社
項　目 検査でわかること

脂　質

喫　煙

30.6%

循環器（心臓、血管）などの異常を知る手掛かり
になります。

17.1%

！

全体ランク

全体ランク
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！

15.5%

29.4%
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メタボ

全体ランク

43.6% 37.7%

29.4%

14.1%

！ 31.7%

5.9%

喫煙は、動脈硬化の独立した危険因子となりま
す。

35.3%血　圧

23.5% 高値は糖尿病の疑いがあります。

中性脂肪の増加は動脈硬化を進めることにつなが
ります。

27.1%

11.8%

島根支部 同業種

41.2%

35.3%

同業種ランク

26.4%

！

37.7% 内臓脂肪の蓄積の程度がわかります。

血　糖

47.1%

5.9%

33.3%

15.7%

腹　囲

35.3%

29.1%

C

内臓脂肪型肥満に血圧、血糖、脂質リスクが重複
した病態です。※「メタボリックシンドロームの略」

メタボ

健康リスク保有率

！ …平成29年度のリスク保有率が島根支部全体または同業態よりも高い場合に表示されます。

グラフが

外に出ているほど

健康リスクが高い

ことを表します

※

健康リスク保有率の比較表

平成29年度カルテを作成することができる

事業所全てにおける順位（上表）で評価

上位20％ Aランク

中位50％ Bランク

下位30％ Cランク

平成29年度カルテを作成することができる

同業種における順位（上表）で評価

貴社（H29年度）

貴社（H28年度）

島根支部（H29年度）

同業種（H29年度）

▼ レーダーチャートの色分け ▼

0

0.5

1

1.5

3

【平成28年度について】

データ数が10名未満の場合やデータがない場合

にはレーダーチャートが表示されません。

事業所記号

99999999

２．ヘルス・マネジメント認定制度（P1）

【参考】医療費・後発医薬品の使用状況（P6）

ヘルス・マネジメントカルテ

１．ヘルス・マネジメントカルテの活用（P1）

目　次

事業所名称サンプル 様

３．貴社のカルテ（P2～P4）

４．健康課題への取組み（P5）

事業所の健康づくり等に

お役立てください！！

平成29年度データ版

！

！

！

！

健康課題への取組みポイント

！ マークが付いている項目は貴社に潜む健康リスクです。

ヘルスアップサポート事業（無料）を活用して、健康づくりに取り組みましょう！

項目 保健師・管理栄養士からのワンポイントアドバイス
おススメ！

ヘルスアップサポート事業

血

圧

血

糖

脂

質

喫

煙

メ

タ

ボ

腹

囲

特定保健指導のご案内

保健師・管理栄養士が、メタボリックシンドロームのリス

クに応じた生活習慣改善のアドバイスを行うことを特定

保健指導といいます。協会けんぽでは、保健師・管理

栄養士が皆様の職場にお伺いして、健診結果をもとに

１人ひとりのライフスタイルに合わせた目標を設定し、

３か月程度継続して生活習慣改善に向けたサポート

（無料）を実施しています。

ヘルスアップサポート事業や

特定保健指導は

無料で実施しています！

どんどん活用してください！

○ 塩分の取りすぎは血圧を上昇させますので、取りすぎに気を付けましょう。

○ 運動をすると血管が拡張され、血圧の上昇を抑えることができます。体力

やライフスタイルに合わせて、生活に運動を取り入れましょう。

【健康測定機器レンタル】

○全自動血圧計

【健康づくり出前講座】

○要注意！！知らずに摂ってる塩分

○ 肥満は糖尿病の重大な原因となります。体脂肪を減らすため、食事量を

調整しましょう。

○ 運動をすると血糖値が下がりやすくなり、血糖をコントロールするインスリン

の働きもよくなります。階段の利用を増やすなど、できることから取り組み

ましょう。

【健康測定機器レンタル】

○体組成計

【健康づくり出前講座】

○意外と知らない？糖尿病のほんとの話

○生活習慣病予防に効果的な運動

○ 脂質の取りすぎは脂質異常症の原因となります。脂身の多い肉やバター、

揚げ物等を極力控えるなど、脂肪分の摂取量を減らすよう心がけましょう。

○ 食物繊維にはコレステロールの吸収を抑える働きがあります。食物繊維の

多く含まれる緑黄色野菜（かぼちゃ、人参など）等を、意識的に摂取し

ましょう。

【健康測定機器レンタル】

○体組成計

【健康づくり出前講座】

○知ってお得！野菜パワー

○お酒と長く付き合うポイント

○ 喫煙は動脈硬化を促進します。禁煙をするためには、薬局・薬店のニコチ

ンパッチやニコチンガムを使ってやめる方法や医療機関で禁煙治療を受け

るなど、自分にあった禁煙方法を取り入れましょう。

【健康測定機器レンタル】

○肺年齢測定器

【健康づくり出前講座】

○禁煙のためのアドバイス

○ メタボは、上記のリスクが複合している状態で、動脈硬化を急速に進行さ

せます。一つずつリスクを取り除いていきましょう。

【健康づくり出前講座】

○健康で長生きする秘訣

特定保健指導のご案内が届いたら

必ず受けましょう！

○ 腹囲が大きいと内臓脂肪が蓄積している可能性があります。上記の取り

組みを実践することで、改善が期待できます。

【健康測定機器レンタル】

○体組成計

【健康づくり出前講座】

○食べる力は生きる力

5

【事業実績（令和２年３月末時点）】

対象事業所 件数

健康宣言事業所（健診データ数10名以上） 748先

企画総務G



（２）島根支部医療費等分析報告書

14

 医療費データ及び健診結果データの分析を実施。今年度は「経年」を切り口にした分析を追加した。
 分析結果を資料にまとめ、関係機関への提供を実施。

島根支部の傾向

医療費データ分析から

 入院、入院外ともに全国平均より高いが、入院のほうが大きく上回り、
年々差が大きくなっている。これは、医療機関への受診率の高さが主
な要因となっている。

 疾病別では入院の「新生物」が最も大きく全国平均を上回っており、
入院外の「精神疾患」が次いでいる。

 性別・年齢階級別では、入院のうち「男性・４０歳以降」は全国平均と
の乖離が大きい。

健診データ分析から

 全国平均に比べ「代謝（血糖）」と「血圧」のリスク保有率が高くなって
おり、ほぼ全ての性別・年齢階級別の傾向においてもそれぞれの保
有率が全国平均を上回っている。

 「代謝（血糖）」「血圧」については、業態別では「その他運輸業（バス・
タクシー）」、市町村別では、県西部（出雲市より西）においてリスク保
有率が高い傾向にある。

【島根支部医療費等分析報告書（抜粋）】

企画総務G



（３）保険者協議会への医療費及び健診結果データ（匿名加工情報）提供

15

 他保険者（国保等）と統合した医療費及び健康課題の分析を実施するため、保険者協議会へ医療費データ及び健診結
果データを提供。（保険者協議会とは匿名加工情報の取扱いに関する覚書締結。）

 国保等の他保険者とデータを統合することで県全体の健康課題等を抽出することが可能となる。

（４）島根県へのがん検診受診者数（集計値）提供

 島根県よりがん検診受診者数の提供依頼があり、生活習慣病予防健診のうち各がん検診項目（胃・肺・大腸・乳・子宮）
の受診者数を提供。

 島根県では市町村が実施するがん検診の受診者のみを把握しており、主に働き盛り世代のがん検診受診者数を把握
することができないことから、県内最大保険者である協会のがん検診受診者数を提供することでがん検診未受診者の
把握及びその対策を推進することが可能となる。

（５）島根県への健診結果データ（匿名加工情報）提供

 平成30年度に島根県へ提供した健診結果データを出雲保健所が中心となり分析を実施。
 糖尿病患者の血圧コントロールについて課題があることが浮き彫りとなり、今後は医師会に対する働きかけを実施して

くとの報告があった。
 従来は国保データのみで分析を実施してきたところ、協会データが加わったことでデータの厚みが増し、特に働き盛り

世代の課題が浮き彫りになることで説得力が増し、関係者の意識変化が生じている。
 今後の継続したデータ分析について調整中。

企画総務G

企画総務G

企画総務G



代謝（空腹時血糖）リスクの保有率を全国平均以下にする

島根支部の健康課題

原因となる生活習慣

・30分以上の運動習慣のある人の
年齢調整割合
男性：15.1％ 全国46位(全国22.2％）
女性：8.9％ 全国47位(全国14.7％)
※協会けんぽ問診票データ分析報告書2014

・喫煙者の年齢調整割合
男性：42.5％ 全国18位(全国43.7％)
女性：11.3％ 全国2位 (全国16.9％)
※協会けんぽ都道府県支部別健診データ（平成

27年度）

生活習慣病予備群 生活習慣病→重症化

・代謝（空腹時血糖）リスクの保有率
男性：20.5％ 全国41位(全国17.6％)
女性：8.7％ 全国43位(全国7.4％)
全体：16.0％ 全国41位(全国14.1％)
※協会けんぽ都道府県支部別健診データ(平成27  
年度)

・糖尿病腎症による新規透析導入者
割合（人口10万人に対して）

2010年 2015年
（島根県）11.6人 13.5人
（全 国）12.9人 12.9人
※日本透析医学会より

・既往歴（腎不全・人工透析）者の
年齢調整割合
男性：2.0％ 全国45位(全国0.5％)
女性：1.7％ 全国46位(全国0.3％)
※協会けんぽ問診票データ分析報告書2014

糖尿病の
リスク大！！

平均寿命（2015年）男性：80.79歳 全国23位(全国平均：80.73歳) 女性：87.64歳 全国3位(全国平均：86.99歳)
と、平均寿命は全国平均を上回っているが
健康寿命（2013年）男性：70.97歳 全国30位(全国平均：71.19歳) 女性：73.80歳 全国38位(全国平均：74.21歳)
と、平均寿命と健康寿命とのかい離の要因となっている。（厚生労働省データ）

結
果

上位目標※
※【重大な疾患の発症を防ぐ】（10年以上経過後に達する目標）

16

■データヘルス計画について 保健G



平成27年度 平成2８年度 平成2９年度 平成３０年度

全国平均 14.1％ 14.4％ 14.8％ 15.2%

島根支部 16.0％ 16.0％ 16.7％ 17.6%

島根男性 20.5％ 20.3％ 21.1％ 22.2%

島根女性 8.7％ 9.0％ 9.6％ 10.2%

●代謝（血糖値）リスク保有率の推移

17

性別・年代別の代謝（血糖値）リスク保有率

男性 女性

島根 全国

代謝リスクは全ての年代で全国平均より悪く、高年齢層ほど差が大きい。

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

島根 6.5% 11.2% 16.8% 23.3% 30.1% 34.9% 39.9% 42.9%

全国 6.1% 9.7% 14.7% 20.9% 26.9% 31.4% 35.1% 37.8%

0.0%
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35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

島根 3.0% 4.0% 6.3% 9.2% 14.1% 18.3% 23.6% 32.0%

全国 2.5% 3.6% 5.2% 7.9% 11.5% 15.6% 19.3% 22.2%
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○ヘルス・マネジメント認定制度における健康宣言事業所の代謝リスク保有率を支部平均より３％以上下げる
（参考）平成29年度健康宣言事業所の代謝リスク 男性：20.4％、女性9.5％、全体16.4％

○特定保健指導対象者の減少率を40％以上にする
（参考）平成27年度 38.3％、平成28年度 36.5％、平成29年度 34.3％

○島根県における糖尿病腎症による新規透析導入者割合を継続して10人以下にする（人口10万人対）
（参考）平成23年度～27年度の平均：10.8人、平成２７年度：13.5人

中位目標※
※【検査値等が改善する】（6年後に達成する目標）

下位目標（中位目標に近づく手段） 具体的な施策
〈重症化予防〉
１．重症化予防事業について、県下市町村と共同して
実施する

２．受診勧奨（健診結果要治療者）後３か月以内に、
医療機関を受診した者の割合を20.0％以上にする

１．各市町村において実施（予定）をしている糖尿病腎症の対策について、対象者を国民健康保険加入者から協会けん
ぽ加入者に拡大し、該当者に医療機関受診、保健指導利用を勧奨する。
２．健診結果で要治療と判定されたにもかかわらず、医療機関を受診していない治療放置者に対し、医療機関への受診
勧奨を実施する。
・本部で実施する一次勧奨実施後に、文書および電話による二次勧奨を実施（値高値者）
・上記二次勧奨に複数年該当している未受診者に対し、訪問による受診勧奨(保健指導時）を実施
・血糖値について健診結果で要治療または要精密検査と判定されたにも関わらず、未受診の者へ訪問による受診勧奨
(保健指導時）を実施

〈特定保健指導〉
３．特定保健指導の実施率を35.0％以上にする

３．特定保健指導の実施率向上に向けて、外部委託を拡大するとともに、加入者へその重要性を訴求する。
・外部専門機関における委託件数の拡大 ・健診機関における委託件数の拡大
・保健指導の重要性の広報 ・保健指導実施者のスキルアップ
・健診当日の初回面談の実施機関の拡大

〈特定健診〉
４．特定健康診査の受診率を65.0％以上にする

４．被保険者の健診について、外部機関（健診機関等）と連携した生活習慣病予防健診利用者の拡大、事業者健診結
果データの取得勧奨の実施。
被扶養者の健診について、利便性に向上のためがん検診との同時実施の拡大するとともに、これまで実施してない新
たな手法の検討・実施による特定健診受診率の向上を図る。

〈事業主や加入者等への意識啓発・情報提供〉
５．その他運輸業を含む健康宣言事業所を1,300事業
所以上、認定事業所数を健康宣言事業所の２割以
上にする

６．ウォーキング大会を年２回以上実施し、参加者アッ
プを図る

７．喫煙率を男性：31.4％、女性：7.5％以下にする

５．健康宣言事業所を増やすため、事業所訪問やＤＭ等による勧奨を実施する。また、健康宣言事業所が認定を目指し
て健康づくりを促進できるよう事業所へのサポートを充実させ、認定事業所数を健康宣言事業所の２割以上となるよう支
援していく。
・訪問事業の実施 ・健康保険委員への広報 ・島根県・山陰中央新報社による広報
・優遇制度の拡充 ・ロゴマークの普及と価値向上 ・協定締結先との連携強化
６．事業所への積極的な広報だけでなく、他の保険者とも連携して実施する。
・健康保険委員および健康宣言事業所への参加勧奨 ・保健指導の際の参加勧奨
・量販店および健診機関へのポスター掲示依頼 ・島根県・山陰中央新報社への広報依頼
・開催地域の自治体や商工会議所等への広報依頼 ・健康測定ブースを設置
７．事業所、関係機関と連携して受動喫煙対策に取り組む
・各圏域の保健所で共同のセミナー、研修会等の実施 ・「たばこ対策」出前講座の実施

18

※優先順位順



９．データヘルス計画の着実な実施
（効率的かつ効果的な保健事業・支部独自事業）

19

（１）いきいきチャレンジウォーク開催

 協会けんぽ、島根県国民健康保険団体連合会、山陰合同銀行健保組合、山陰自動
車業健康保険組合の県内４保険者共催のウォーキング大会を３会場にて開催。

 インストラクターによるウォーキング指導後、ウォーキングを実施し、健康づく
りのきっかけを提供する。

 スタート前およびゴール後に血管年齢測定器、肺年齢測定器、体組成計による健
康測定を実施。

 各種健康啓発資料を配布。

開催日 コース 参加者数

松江会場 10月26日 松江城周辺 114名（昨年73名）

出雲会場 10月19日 平田木綿街道周辺 67名（昨年59名）

浜田会場 10月5日 浜田港周辺 51名（昨年悪天候中止）

【事業実績】

企画総務G



９．データヘルス計画の着実な実施
（効率的かつ効果的な保健事業・支部独自事業）

20

（２）健康増進支援サイト「へるし～まね」の運用による健康づくり支援

 運動習慣定着を促進するため、「へるし～まね」のコンテンツの１つ
「へるし～ウォーキング」をリニューアル（1月）

 従来の個人ごとの歩数ランキングに加え、事業所ごとの歩数ランキン
グを表示する機能を追加。

（３）イベントへの健康測定ブース出店による健康増進啓発

日程 測定内容 測定者数

令和元年8月3日（土）
令和元年8月4日（日）

ⅰ．血管年齢測定 ⅱ．肺年齢測定 ⅲ．体組成測定 ４８１名（2日間計）

① 山陰中央テレビ主催「TSKエリ８祭り2019」にブース出店

② 島根県歯科医師会主催県民公開講座「世界で一番聞きたい歯と口の話」にブース出店

日程 測定内容 測定者数

令和元年11月3日（日） ⅰ．血管年齢測定 ⅱ．肺年齢測定 ⅲ．体組成測定 95名

企画総務G
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１０．データヘルス計画の着実な実施
（特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上）

21

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

島根
（％）

52.4
(2)

53.4
(2)

56.0
(3)

57.8
(3)

57.6
(6)

58.0
(5)

58.5
(5)

59.1
(8)

59.8
（9）

60.8
(9)

61.9
(10)

63.5
(－)

全国
（％）

35.9 38.3 40.9 42.7 44.3 45.7 46.7 48.0 48.5 49.6 50.9

【生活習慣病予防健診受診率の年度推移】

※ 表中の（ ）内の数値は、全国における島根支部の順位

【事業者健診結果データ取得率の年度推移】

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

島根
（％）

0
(－)

0.2
(22)

1.1
(19)

1.0
(39)

1.8
(41)

4.0
(27)

7.1
(15)

10.0
(4)

8.8
(13)

9.5
(8)

12.2
(6)

12.4
(－)

全国
（％）

0 0.2 1.2 2.2 3.7 4.4 5.2 4.6 6.2 6.4 7.1

※ 表中の（ ）内の数値は、全国における島根支部の順位

保健G

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

2-(2)①ア
生活習慣病予防健診実施率

（請求ベース） 63.0％以上 63.5％ 61.9％

2-(2)①イ 事業者健診データ取得率 12.0％以上 12.4％ 12.2％

2-(2)①ウ
被扶養者の特定健診受診率

（請求ベース） 34.0％以上 32.7％ 31.2％
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20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

島根
（％）

19.3
( 4)

14.7
( 13)

14.8
( 13)

15.6
( 13)

16.2
( 20)

19.6
( 16)

24.2
( 8)

27.3
( 6)

27.4
(  10)

27.1
( 13 )

31.2
( 9)

32.7
(－)

全国
（％）

11.2 12.2 13.1 13.8 14.9 17.7 19.3 21.0 22.2 23.2 24.6

【被扶養者の特定健診受診率の年度推移】

※ 表中の（ ）内の数値は、全国における島根支部の順位

（１）健診機関からの生活習慣病予防健診の受診勧奨

【事業概要】
個別の健診機関と覚書を締結し、健診受診率（件数）の目標値を設定。健診機関から健診未利用事業所に受診勧奨を
行う。勧奨の結果により、目標値を達成した場合、その成果に対して協会けんぽが支払いを行う。

・覚書締結機関①：出雲医療生活協同組合出雲市民病院 （覚書締結期間①：平成３１年４月１日～令和２年２月２９日 ）

【事業結果】
・覚書締結機関①：勧奨対象事業所の一覧を４月に協会けんぽから健診機関へ提供

勧奨対象事業所数：871事業所（対象人数5,080名）

★ 目標値：1970件 実績値：2118件（148件増）

・覚書締結機関②：平成31年4月1日付で健康保険組合を解散した「人材派遣健康保険組合」および
「日生協健康保険組合」の事業所を中心に、生活習慣病予防健診の利用勧奨実施

★ 目標値：4000件 実績値：4346件（346件増）

※両健診機関とも、現時点では前年度実績を上回って推移。

・覚書締結機関②：松江保健生活協同組合ふれあい診療所 （覚書締結機関②：平成３１年４月１日～令和２年２月２９日）

保健G



（２）事業者健診結果データの取得率向上に向けた取り組み

23

①民間業者による取得勧奨【継続】

【事業概要】
事業者健診を受診している協会けんぽの加入事業所に対し、健診結果を提供する勧奨業務を民間業者へ委託

①事業者健診データの提供にかかる同意書の取得勧奨業務
②事業者健診結果票（紙媒体）の取得勧奨及び事業者健診データの作成業務

・委託期間：令和1年10月1日～令和2年6月30日
・受託業者：株式会社エム・エイチ・アイ（東京都）
※令和2年3月末の健診結果まで取得するため、令和2年6月末まで委託期間を延長して実施予定

【事業結果】
以下のとおり、委託

①勧奨対象事業所 １，５００事業所 実施結果
②健診結果票取得対象事業所 ７００事業所 〇同意書取得数 675事業所（取得率45.0％）
③健診結果票取得件数 ３，０００件（上限） 〇健診結果票取得件数 ３，４３４件
④データ作成件数 ３，０００件（上限） 〇データ作成件数 ３，４３４件

【参考】30年度事業実績
①同意書取得数 ６４１事業所（取得率37.7％）
②健診結果票取得数 １，９３７名
③事業者健診データ作成数 ２，０３４名

保健G
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②健診機関からのデータ提供効率化【継続】

【事業概要】
協会けんぽが健診結果データ作成について委託している健診機関で受診した健診結果については、通常、協会けんぽ
から健診機関に事業所ごとの受診確認をしたうえで、対象者リストを提供し、データの提供を受けているが、健診機関と
覚書を締結し、健診機関において随時データ作成の可否を確認のうえ、受診月の翌々月までにデータ提供を受ける手
順とする。

・覚書締結機関：島根県環境保健公社
・覚書締結期間：平成３１年４月１日～令和２年２月２９日

【事業結果】

★目標値： ５０００件 実績値： ６０５９件（１０５９件増）

保健G



①被扶養者の特定健診項目に検査項目を追加した「家族のためのがん検診パック」の実施

➣被扶養者を対象とする「特定健康診査」は検査項目が少ないため、がん検診等の検査項目を追加し、
「生活習慣病予防健診」 と同内容とした「特定健診セット」を実施。

25

【実施結果】
・実施機関 R1年度：２６機関（H30年度： 24機関）
・実施件数 R1年度：４２２名（H30年度：４７０件）

（３）特定健康診査（被扶養者）の受診率向上に向けた取り組み

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成30年度 3 20 50 50 43 34 37 52 64 52 33 32

令和1年度 5 26 36 56 36 46 33 25 60 37 31 31

0
20
40
60
80

件
数

家族のためのがん検診パック実施状況

保健G



②松江市・出雲市在住者を対象とした上期集団健診【新規】

26

【事業概要】
被扶養者の特定健診受診拡大への施策として、今まで未実施だった上期に集団健診を実施し、受診拡大及び
未受診者の受診勧奨を行う。
そのため、被扶養者の半数が在住する松江市と出雲市において、経年的な未受診者の多い７０歳未満をター
ゲットとした集団健診を開催し受診率の底上げを図る。

【ポイント】
・特定保健指導の当日実施を委託する
・令和初と無料をキーワードとして集客を呼びかける
・無料オプショナル健診として「骨健康度測定」を実施
・休日を含めた実施とし、経年的な未受診者の受診を促す

【実施機関】
・一般社団法人 日本健康俱楽部エヒメ支部へ委託

【実施期間】
・松江市：令和1年8月19日、28日（2日間）
・出雲市：令和1年8月18日、29日（2日間）

【勧奨対象者数】
・9,993名（合計）

【事業実績】※速報値
・健診受診者数：910名（合計）、1日平均 約230名受診
・特定保健指導実施者：96名
・無料オプショナル健診利用者：890名（98％）

保健G



③経年未受診者等を対象とした下期集団健診【継続】

【事業概要】
特定健診対象者（被扶養者）の3分の1は、２年または３年連続で特定健診を受診していない。
経年的な未受診者への受診機会を増やすため、集団健診を開催し受診率の底上げを図る。

【ポイント】
・対象者は２年連続未受診者かつ女性（経年未受診者の９割が女性）
・無料オプショナル健診を準備予定
・対象者が女性のため、携わるスタッフは女性を多く配置する
・10月中旬から下旬にかけてテレビCMを放映し、受診を促す【令和1年度新規】
・受診者数の目標値を設定し、超過した場合には委託健診機関へ成功報酬を支払い

【実施機関】
・島根県環境保健公社へ委託

【実施期間】
・令和1年10月～令和２年３月 ※令和２年３月は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止。

27

実施会場 勧奨対象者数（人） 受診者数（人）

平成30年度 県内８市 29,150 2,486

令和1年度 県内８市 23,175 1,722

保健G
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④テレビＣＭによる受診勧奨【新規】

【放送局】
ＴＳＫ山陰中央テレビ

【事業実績】

16%

83%

1%

見た 見ていない 未回答

【アンケート結果（抜粋）】
・健康保険委員を対象にアンケートを実施 ・回答数３１４名

ＣＭを見ましたか？

33%

53%

4% 6% 4%

よかった 普通 よくなかった 印象にない その他

（ＣＭを見た人への設問）
どのような印象を受けましたか？

213 

164 

156 

63 

17 

45 

2 

テレビ

ｗｅｂサイト

新聞

新聞折込チラシ

雑誌

市報などの広報誌

その他

よく見るのはどれですか？
（複数回答）

 特定健診の対象者が多い主婦層をターゲットとしてテレビＣＭを放送することで特定健診の受診率向上を図る。

CM実施日 CM回数

平成31年4月13日～4月26日 56回

令和元年10月14日～10月29日 28回

企画総務G



１１．データヘルス計画の着実な実施（特定保健指導の実施率の向上）
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20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

島根
（％）

0.5
(40)

5.5
(29)

8.9
(16)

15.9
(6)

30.7
(2)

25.4
(8)

25.9
(7)

22.1
(11)

25.1
(5)

24.7
(4)

22.9
(13)

25.4
（－）

全国
（％）

0.9 4.8 6.2 8.6 12.3 13.8 14.7 12.5 12.9 13.5 16.0

【特定保健指導 ６ヵ月後評価率の年度推移（被保険者）】

平成2９年度保健指導対象と
なり、かつ

平成３０年度健診受診者

29年度 積極
↓

30年度 動機

29年度 積極
↓

30年度 非該当

29年度 動機
↓

30年度 非該当
合計 改善率

島
根

11,080 1,768 1,019 1,009 3,796
34.3%
（33）

全
国

1,469,377 249,488 131,449 136,771 517,708 35.2％

【特定保健指導対象者の減少率】 （特定保健指導を利用した者のうち、その翌年度に改善が認められた者の割合）

※ 表中の（ ）内の数値は、全国における島根支部の順位である。

※ 表中の（ ）内の数値は、全国における島根支部の順位である。

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

2-(2)② 特定保健指導実施率 29.0％以上 25.4％ 22.9％



30

（１）支部保健師・管理栄養士の実施する特定保健指導の継続率増加に向けた取組

① 継続率（６か月後評価実施人数／初回面談実施人数）の増加に向け、主に次の取組を実施【継続】

【事業概要】
ⅰ）保健事業推進研修会（年６回）及び保健指導ミーティングの実施

ア．グループワークの継続実施（年間テーマ：加入者に必要とされる保健指導の在り方）
イ．顧問医師による事例カンファレンスの実施（平成31年2月）

ⅱ）各圏域の地域職域会議主催等で開催される研修会への参加

② 継続支援の外部委託の実施【継続】

【事業概要】

協会の保健師・管理栄養士が初回面談を実施した以降の継続支援を保健指導専門機関へ業務委託

・委託期間：平成31年4月１日～令和２年３月３１日

・受託機関：（株）ベストライフ・プロモーション （平成30年度と同じ機関）

年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

委託件数（件） 396 794 548 1578

評価件数（件） 0 426 360 1256

【参考】
30年度より、保険者と委託先との間で適切に情報が共有され、保険者が対象者に対する保健指導全体の総括・管理を行う場合は、
初回面談と実績評価を行う者が同一機関であることを要しない取扱いとなりました。

保健G
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（２）外部委託機関の拡充

年度
20年
度

21年
度

22年
度

23年
度

24年
度

25年
度

26年
度

27年
度

28年
度

29年
度

30年
度

R1年
度

機関数（件） 0 0 2 2 2 3 6 9 9 8 8 8

評価件数（件） － － － 0 3 11 26 116 311 424 210 465

① 健診実施機関に対する特定保健指導実施に係る勧奨

【事業概要】
保健指導実施者のマンパワー不足を解消するため、外部の委託機関を拡充【継続】

【事業状況】
・ 平成２６年度以降、健診実施機関に対し業務委託の要請を実施
・ 外部委託の機関数及び実績は、次表のとおり（専門機関を含む）

保健G
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１２．データヘルス計画の着実な実施（重症化予防対策の推進）

（１）未治療者に対する受診勧奨

 健診結果で要治療と判定されたにも
かかわらず、医療機関を受診してい
ない治療放置者に対し、生活習慣病
の重症化を防ぎ、医療費適正化及び
ＱＯＬ（生活の質）の維持を図るた
め、文書により医療機関への受診勧
奨を実施

年度 受診勧奨送付件数 医療機関受診者数 受診率 受診率（全国）

平成29年度 1,879 211 11.2％ 9.9％

平成30年度 2,064 205 9.9％ 10.1％

【事業実績】（インセンティブ制度の実績値より引用）

保健G

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

2-(2)③
受診勧奨後3か月以内の

受診割合 12.0％以上 10.9％ 10.3％
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１．対象者

①
糖尿病性腎症（第1期～3期）治療中で、生活習慣改善が困難、治療中断しがち等、かかりつけ医がプログラムの参加
を推奨する人。（かかりつけ医からの紹介）

②
生活習慣病予防健診受診者のうち、糖代謝リスク項目（空腹時血糖またはHbA1c）の判定が要精密検査または要医療
であり、空腹時血糖 126mg/dl以上またはHbA1c 6.5%以上の江津市民（初回は協会けんぽの保健師等で面談を実施）

２．実施方法

① かかりつけ医からの紹介によりプログラムを開始

②

（ⅰ）
協会けんぽによる生活習慣についてのおたずねを使用した受診勧奨および保健指導の実施【協会けんぽ保健指
導者にて実施】

（ⅱ）
受診状況の確認を江津市より行うことを伝え、受診勧奨および保健指導を実施したこと、関連する数値や生活
習慣、連絡先等の情報を江津市へ伝えてよいか同意をとる。【協会けんぽ保健指導者にて実施】

（ⅲ） １～２カ月後に受診状況の確認を江津市より行う。合わせてプログラムへの参加を促す。【江津市にて実施】

３．プログラム

№1 （期間）1回 （方法）面談1回

№2 （期間）3か月 （方法）面談１～２回／電話１～２回

№3 （期間）6か月 （方法）面談２～３回／電話４～５回

※かかりつけ医の指示に従い、上記のプログラムを基本に江津市の保健師、管理栄養士による保健指導を行う。

・ 平成28年度より江津市で実施している糖尿病性腎症重症化予防事業において、協会けんぽの被保険者も対象者
とし、江津市の保健師等による保健指導を実施。

①江津市との連携

・「実施結果」令和2年3月末現在、3名の対象者を江津市に情報提供。そのうち２名が医療機関を受診した。

（２）糖尿病性腎症重症化予防対策 保健G
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②外部委託での実施 【新規】

・ 島根県の重症化予防プログラムの基準に基づき対象者を選定し、外部専門機関に重症化予防指導の参加勧奨
および重症化予防指導を委託実施。

１．対象者

生活習慣病予防健診受診者のうち、次の①～③すべてに該当する者。
①HbA1c（NGSP値）6.5％以上または空腹時血糖126mg/dl以上
②尿タンパク ＋ 以上
③eGFR30（ml/分/1.73㎡）

２．実施方法

保健G
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３．事業期間・目標

令和元年８月～令和２年３月（令和元年８月２１日～令和元年９月４日で参加勧奨）
１０名の重症化予防指導参加を目標とする。

４．事業状況

上記参加勧奨期間で２３名の申込みあり。
今後重症化予防指導を実施していく。

糖尿病性腎症重症化予防事業における、重症化予防指導の参加者はこれまで０名であった。
このたびの２３名の申込みは前進ではあるが、今後の指導からの脱落防止、事業の効果測定を検討しながら次の事業展開につな
げていきたい。

５．事業実施結果

〇受診勧奨結果 ・発送数： 399人 ・返信者数： ３６名（返信率：9.0％）

〇保健指導参加結果 ・参加同意者数： ２３名 （参加同意者率63.9%）

〇主治医同意者結果 ・同意者数： 18名 （主治医同意率78.3%）

〇保健指導参加結果 ・参加者数： 17名 （参加率94.1%）

保健G



１３．データヘルス計画の着実な実施（健康経営（コラボヘルス）の推進）

（１）健康宣言事業所数の更なる拡大

36

②事業所訪問による「健康宣言」の促進

①健康宣言事業所数・認定事業所数（令和２年３月末）

健康宣言事業所 １，０９６事業所

認定事業所 １３２事業所

 グループ長以下全職員が事業所へ訪問し健康宣言エントリー勧奨を実施
 実施期間：４月～３月

【目標】 健康宣言事業所を令和２年９月末までに１，０００とする

160

402

729

1096

平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

健康宣言事業所数

15

50

106

132

平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

認定事業所数

目標 実績

訪問事業所数 ２４０ ２３８（達成率99％）

健康宣言獲得数 １２０（獲得率50％） １３１（獲得率55％）

【事業実績（令和2年3月末）】

企画総務G

企画総務G
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③生損保等６社と連携した健康宣言事業所の拡大
 令和元年９月１７日、下記６社と「ヘルス・マネジメント認定制度事業にかかる連携協定」を締結
 健康宣言事業所数の拡大に向けて連携して取り組むこととした
 合同説明会実施（１０月３０日）、個別説明会を随時実施

1. あいおいニッセイ同和損害保険株式会社島根支店
2. ＡＩＧ損害保険株式会社松江支店
3. 株式会社さんびる
4. 住友生命保険相互会社松江支社
5. 東京海上日動火災保険株式会社山陰支店
6. 三井住友海上火災保険株式会社山陰支店 （五十音順）

▽連携・協力事項

1．「ヘルス・マネジメント認定制度」にかかる周知・広報に関する事項
2．健康経営の普及を目指した取り組みに関する事項
3．その他、協定の目的を達成するために協会けんぽが協力要請する事項

健康宣言数

生保損保等６社による勧奨 ２０

【事業実績（令和2年3月末）】

④商工会議所と連携した健康宣言事業所の拡大

 協定を締結している島根県商工会議所連合会と連携し、各８つの商工会議所の会頭と支部長との連名によ
り健康宣言エントリー勧奨を実施（２月）

勧奨文書送付数 健康宣言数

商工会議所連携による文書勧奨 ３３１ ５３

【事業実績（令和2年3月末）】

令和2年4月：2件

企画総務G

企画総務G
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④健康経営優良法人認定事業所の拡大

健康経営優良法人２０１７ ９事業所

健康経営優良法人２０１８ １４事業所

健康経営優良法人２０１９ ２５事業所

 健康経営優良法人認定制度とは、経済産業省が平成28年度に創設した健康経営に取り組む法人の顕彰制度
 健康経営優良法人２０２０の申請件数拡大に向けて健康宣言事業所への案内文書送付およびヘルス・マネ

ジメント認定事業所への電話による案内を実施（９月～１１月）

【（参考）島根県内の健康経営優良法人認定数（中小規模部門）】

目標 文書案内数 電話勧奨数 申請数 認定数

健康経営優良法人
２０２０

申請数７５
（ヘルス・マネジメント
認定事業所の６割）

８５８
（健康宣言事業所

（8月時点））
１２１ ６３

（大規模2・中小規模61）

５１
（大規模2・中小規模49）

【事業実績（令和2年3月末）】

企画総務G
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（２）ヘルスアップサポート事業の実施

①健康づくり出前講座

 健康宣言事業所に対する健康づくり支援事業
 令和元年度より、健康測定機器レンタルの対象を健康宣言事業所へ拡大
 全自動血圧計を新規購入、血管年齢測定器を追加購入

【事業実績（令和2年3月末）】

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

①健康づくり出前講座 １１件 ４１件 ６２件

②健康測定機器レンタル
７件

(対象：認定)
１６件

(対象：認定)
１４４件

(対象：宣言)

②健康測定機器レンタル

№ ﾒﾆｭｰ 項目

1 予防
健康で長生きする秘訣

意外と知らない？糖尿病のほんとうの話

2 食生活

食べる力は生きる力～決め手は量とタイミング～

知ってお得！野菜パワー

要注意！！知らずに摂ってる塩分

お酒と長く付き合うポイント

3 歯科 歯周病と生活習慣病

4 運動

生活習慣病予防に効果的な運動

デスクワークが多い方への簡単にできる運動

腰痛予防のためのストレッチ

5 禁煙 禁煙のためのアドバイス

6 メンタルヘルス
ストレス解消のコツ

職場におけるメンタルヘルス

№ ﾒﾆｭｰ 項目

1 血管 血管年齢測定器

2 肺 肺年齢測定器

3 体組成 体組成計

4
血圧

(Ｒ1.NEW)
全自動血圧計

企画総務G
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（３）優待サービスの実施

 ヘルス・マネジメント認定事業所の被保険者とその家族の健康づくりを促進するため、優待サービスを提
供していただける事業者の公募を実施

 ２社より応募があり、令和２年度サービス提供開始（７月予定）
 協賛企業については随時募集中

【優待サービスの流れ】 【協賛企業（令和2年3月末）】

企業名称 優待サービスの内容 備考

①株式会社さんびる
テルサスポーツクラブにおけるレッスン
無料体験

1人1回限り

②一般社団法人島根おおだ
健康ビューロー

プログラム（※）1回につき500円割引
※健康増進を目的としたウオーキングやヘルシーランチ等
がセットになったプラグラム

プログラム
毎に1人1回
限り

（４）ヘルス・マネジメント認定ステッカーの作成

 ヘルス・マネジメント認定事業所であることを内外へＰＲすることができるツール
としてステッカーを新規作成

 令和２年度より認定事業所を対象に配布

【ステッカー】

企画総務G

企画総務G
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（５）健康づくり実践事例集の作成

 島根支部が実施した2018年度健康経営に関する意識調査により「事業所に健康経営に関するノウハウがな
い」ことが健康経営を推進する上でネックになっていることが明らかになったため、健康づくりの取組事
例を情報提供することで健康経営のさらなる普及と促進を図ることとした。

 ヘルス・マネジメント認定事業所から健康づくり取組事例を募集し、応募のあった５７社の事例を掲載。
 作成した事例集は健康宣言事業所及び関係機関へ提供（令和２年５月実施）

企画総務G
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（６）健康経営セミナーの実施

②アクサ生命保険との共催による「経営者のための健康経営セミナー」

 協定を締結しているアクサ生命保険株式会社山陰支社と「経営者のための健康経営セミナー」を共催し、
支部職員による「ヘルス・マネジメント認定制度」についての説明を実施。

日程 場所 集客数

令和元年８月５日（月） 島根県民会館（松江市） １８名

令和元年８月５日（月） 出雲商工会議所（出雲市） １７名

令和元年９月９日（月） いわみーる（浜田市） １２名

①山陰中央新報社との共催による「健康経営セミナー」

 協定を締結している山陰中央新報社が主催する「健康経営セミナー」
を共催。

 ヘルス・マネジメント認定事業所である「株式会社テクノプロジェク
ト」様が健康経営実践事例紹介を発表。

 古井教授、島根県、松江商工会議所等の健康経営に関係する団体を集
めた「コンソーシアム」において意見交換等を行い連携強化を図った。

日程 場所 集客数

令和元年９月２７日（金） サンラポーむらくも（松江市） ８０名

企画総務G

企画総務G
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（７）新聞等を活用した広報展開

①山陰中央新報への広告 ②山陰経済ウィークリーへの広告

掲載日 内容

令和元年７月１日 ５段広告

掲載日 内容

令和元年７月×４回(週) １ページ

 島根県内に広く周知するため、新聞広告等を利用した広報を実施。

企画総務G



１４．広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進
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（１）各種広報誌等による加入者・事業主への情報提供

【主な広報（定例分）の事業実績（令和2年3月末）】

広報物名称 実施状況

保険料納入告知書同封チラシ 毎月（１２回）

社会保険協会広報誌「社会保険しまね」 奇数月（６回）

健康保険委員広報誌「だんだん健康」 ５月、８月、12月、３月

メールマガジン 定例毎月15日・随時配信（１５回）

※カバー率・・・全被保険者のうち健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合

企画総務G

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

2-(3)①
広報活動における加入者

理解率 38.1％以上 48.7％ 39.2％

2-(3)② 健康保険委員のカバー率※ 63.0％以上 66.5％ 63.1％
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（２）健康保険委員活動の活性化（セミナー、広報誌の発行、表彰の実施）

①健康保険委員セミナーの開催

開催日 会場 参加者数

令和元年９月４日（水） ニューウェルシティ出雲（出雲市） ３３名

令和元年９月６日（金） いわみーる（浜田市） ２５名

令和元年９月１０日（火） くにびきメッセ（松江市） ４９名

【開催日程等】

内容 講師

講演Ⅰ 協会けんぽ事業と職場の健康づくり 全国健康保険協会島根支部

講演Ⅱ しまね☆まめなカンパニー 島根県

講演Ⅲ 出前講座実演①「職場や家庭で始める運動習慣」 株式会社さんびる

講演Ⅳ
（※）

出前講座実演②「食べる力は生きる力」（松江・浜田）
出前講座実演②「健康で長生きする秘訣」（出雲）

全国健康保険協会島根支部

健康測定会（測定機器レンタルの体験版）

 事業所における健康づくりを推進するため、ヘルス・マネジメント認定制度におけるヘルスアッ
プサポート事業を体験していただける内容で県内３会場実施。

【内容等】

※講演Ⅳについては申込み時のアンケートにより会場別に選定

99%

１．よかった

２．よくなかった

３．どちらでもない

【アンケート結果】

講演Ⅲの内容はいかがでしたか？

78%

9%

13%

１．よかった ２．よくなかった ３．どちらでもない

94%

3%
3%

講演Ⅳの内容はいかがでしたか？

松江・浜田 出雲

企画総務G
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 健康保険委員・年金委員を対象とした社会保険委員等研修会を県内３会場で実施（主催：協会けんぽ、
日本年金機構、社会保険委員会 共催：社会保険協会）

 ヘルス・マネジメント認定事業所から「職場の健康づくり実践事例」を発表していただいた。
 その他、協会けんぽからは「インセンティブ制度に係る状況報告と健康経営の取組状況」について発信

②社会保険委員等研修会の実施

支部長表彰 理事長表彰 大臣表彰

11名 3名 該当なし

日程 場所 職場の健康づくりの実践事例発表 集客数

令和元年11月6日（水） ニューウェルシティ出雲（出雲市）
社会福祉法人やまゆり

働きやすい職場であるために
～衛生委員会の活動を礎に～

146名

令和元年11月11日（月） くにびきメッセ（松江市）
株式会社テクノプロジェクト

健康推進活動のご紹介
～健康への取組みは社員と向合う機会～

190名

令和元年11月15日（金） 浜田市総合福祉センター（浜田市）
大畑建設株式会社
健康経営の取組み

～社員の生活と幸せのために～
99名

③健康保険委員表彰の実施

 健康保険委員の永年の活動や功績等に対して感謝の意を表するため表彰を実施。

企画総務G
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（３）健康保険委員拡大勧奨の実施

 委嘱者数の更なる拡大を目指し、既存事業所への文書勧奨及び電話勧奨、新規事業所への文書勧奨を
実施。

 その他、事業所訪問、新任事務説明会、社会保険事務説明会の機会を通した勧奨を実施。

勧奨実績

文書勧奨（既存事業所） 4,040

うち電話勧奨 1,440

文書勧奨（新規事業所） 343

【事業実績（令和2年3月末）】

④健康保険委員専用の広報紙発行

 健康保険委員向け広報紙「だんだん健康」を発行（令和元年5月、8月、12月、3月）

【健康保険委員数】

目標数 実績数

2,600名 2,669名（前年比＋367）

企画総務G
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１５．ジェネリック医薬品の使用促進
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【ジェネリック医薬品使用割合の推移】
（令和2年3月診療分）

島根支部
82.1％
全国6位

ＫＰＩ Ｎｏ． 項目 ＫＰＩ 実績 実績（H30）

2-(4)
ジェネリック医薬品

使用割合
80.5％以上 82.1％ 79.1％
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（１）「しまねっこ」を掲載したジェネリック医薬品使用促進シールの配布

 全国的な人気キャラクターである「しまねっこ」を使用することにより、
当該シールの使用機会増加を期待。

 健康経営普及目的の事業所訪問時、事業所よりの送付依頼時、各種イベ
ント時に配布。県内薬局窓口における配布。

【ジェネリック医薬品希望シール】

（２）自己負担軽減額通知の送付

 先発医薬品から切り替えた場合の自己負担軽減額通知を加入者へ送付

【事業実績（令和2年3月末）】

実施時期 送付人数 切替人数（切替率） 切替率 軽減額/月

１回目（Ｒ1年8月） 20,778名 6,653名 32.0％ 8,669,489円

２回目（Ｒ2年2月） 17,516名 未確定 未確定 未確定

企画総務G
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（３）お薬手帳カバー送付によるジェネリック医薬品の使用促進及び適正な服薬の推進

 下記対象者へ「お薬手帳カバー」を送付することで、適正な服薬の推進、ジェネリック医薬品の使用促進及び
かかりつけ薬局の促進を図る。

 事業効果を測定するため、アンケート調査を実施。（７月）

【事業実績（令和２年３月末時点）】

【お薬手帳カバー】 【アンケート結果（抜粋）】

76%

24%

１．使用する ２．使用しない

今回同封したお薬手帳カバーを使用しますか？（回答59件）

※令和元年７月に送付したアンケート結果

対象者 送付件数

①ジェネリック医薬品軽減額通知の未切替者（切替効果額2,000円以上） 658名

②同一月３薬局以上受診の中学生以下（被保険者宛） 1,344名

企画総務G
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（５）山陰中央ビルを活用した懸垂幕による広報

（４）県内市町村と連携した広報

 ジェネリック医薬品使用促進にかかる懸垂幕または幟を、県内８市＋６町と連携して作成し、市役所庁舎
等に掲示。（６町は元年度新規作成）

 支部が入居する山陰中央ビルへ懸垂幕を掲示し広報を実施（年間60日）

（６）薬剤師に対する支部事業の講演

 松江市薬剤師会より、定例会において支部事業を説明する機会をいただき、会員５１名に対し支部が取り組むジェ
ネリック医薬品促進事業等について講演を実施（８月２１日）

（７）ジェネリック医薬品工場見学

 ジェネリック医薬品使用促進に係る知見を得ることを目的にジェネリック医薬品工場（東和薬品株式会社 岡山工
場）の見学を実施（８月２３日）

 併せて中国・四国ブロック支部担当者による意見交換会を実施

企画総務G

企画総務G
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（８）保険者協議会と連携した取り組みの促進

 ジェネリック医薬品使用促進における保険者間の連携を強化するため、保険者協議会における意見発信を
積極的に実施する

 令和元年度は若年層へ訴求する広報物の作成について働きかけた他、新たな連携事業を提案しており、令
和２年度以降の事業実施に向けて調整を図る

（９）医療機関・薬局へのジェネリック医薬品使用割合見える化ツールの提供通知

 ジェネリック医薬品使用割合を県平均や全国平均と比
較し使用状況を「見える化」した資料を提供することで自
院の立ち位置を理解していただくことで使用促進につな
がることを期待するもの。

対象：医療機関 対象：薬局

５００件 ３１８件

【事業実績（令和元年7月提供）】

27.1%

29.0% 4.2% 30.9% 31.7%

33.2% 64.2% 42.2%

74.2%41.4%

51.8%

0.0% 0.0% 65.1% 33.2% 11.7% 27.2% 11.7%

83.1%

6.6% 35.5% 37.1% 47.2% 76.8%

6.貴医療機関における後発品数量割合向上に寄与する上位10医薬品

ロキソニン錠６０

ｍｇ

4,518
後発あり

先発品数量
1,632

ネオーラル２５ｍ

ｇカプセル

1,260

3.5% 77.7%

77.9%

990 970 904 880

後

発

品

数

量

割

合

64.7% 41.8%

デパケンＲ錠２０

０ｍｇ

デパケンシロップ

５％

貴医療機関

県平均

全国平均 30.6%

769 693 686

モニラック・シ

ロップ６５％

アサコール錠４０

０ｍｇ

ラミクタール錠２

５ｍｇ

ラミクタール錠小

児用５ｍｇ

プログラフカプセ

ル１ｍｇ

バラクルード錠

０．５ｍｇ

後発品数量割合向上に寄与する上位10医薬品をお知らせします。

国目標80％に達していない医薬品は、特に一般名処方など後発品の使用促進に

ご協力をお願いします。
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（単位：千）

【ジェネリック医薬品使用割合通知（抜粋）】

【保険者協議会への提案内容】

① 保険者協議会主催のジェネリック医薬品使用促進セミナー開催

② ジェネリック医薬品工場見学

③ 厚生局と保険者協議会との連名による医療機関・薬局への文書勧奨

④ 医療機関・薬局への訪問

企画総務G
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（１０）ジェネリック医薬品使用状況の分析（ジェネリック医薬品使用状況報告書作成）

 島根支部のジェネリック医薬品使用状況の課題を洗い出すため、2019年4月診療分データにより分析を実施し
報告書に取りまとめ。（11月）

 分析内容については保険者協議会において意見発信を実施。（12月）

協会けんぽ島根支部におけるジェネリック医薬品使用状況の傾向

 二次医療圏別では浜田圏域の影響度が－0.52と最も引下げ方向に働いており、次いで隠岐圏域の－0.14となっている

 院内処方は院外処方に比べ相対的に使用割合が低い

 薬効別では影響度が唯一マイナスとなっているのが「外皮用薬」である

 年代別では、40歳以上の年代で使用割合が高いが、20歳未満は低くなっており、世代間のギャップがある

【ジェネリック医薬品使用状況報告書（抜粋）】

企画総務G
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（１１）ジェネリック医薬品使用割合80％到達に係るプレスリリース実施

 島根支部のジェネリック医薬品使用割合が国目標の80％に到達したことについてプレスリリースを実施した
ところ、NHKにて取り上げられた。（2月）

（１２）ジェネリック医薬品実績リストの作成

 診療所や薬局等でジェネリック医薬品の採用を検討する際の参考資料となるよう、島根支部のレセプトデー
タを活用し、ジェネリック医薬品の処方実績を取りまとめた「ジェネリック医薬品実績リスト」を新規作
成。支部ホームページで公開。（3月）

 診療所、薬局等への周知を実施。

五十音 No. メーカー名
薬価基準収載

医薬品コード

薬効分類

コード

一般名処方の

標準的な記載
薬価 数量

医療

機関数
薬局数

患者

割合

ア 先発 アーチスト錠１．２５ｍｇ --- 2149032F3024 13.3 146 --- --- 18%

ア カルベジロール錠１．２５ｍｇ「サワイ」 沢井製薬 2149032F3032 9.9 724 --- 10

ア カルベジロール錠１．２５ｍｇ「ＪＧ」 日本ジェネリック 2149032F3040 9.9 126 --- ---

ア カルベジロール錠１．２５ｍｇ「ファイザー」 ファイザー 2149032F3105 9.9 84 --- ---

ア カルベジロール錠１．２５ｍｇ「トーワ」 東和薬品 2149032F3091 9.9 60 --- ---

ア 先発 アーチスト錠１０ｍｇ --- 2149032F1021 48.3 5,380 16 55 14%

ア カルベジロール錠１０ｍｇ「サワイ」 沢井製薬 2149032F1099 19.3 21,146 23 138

ア カルベジロール錠１０ｍｇ「トーワ」 東和薬品 2149032F1129 19.3 8,683 --- 31

ア カルベジロール錠１０ｍｇ「ＪＧ」 日本ジェネリック 2149032F1137 19.3 1,494 --- ---

ア カルベジロール錠１０ｍｇ「テバ」 武田テバファーマ 2149032F1153 19.3 860 --- ---

ア カルベジロール錠１０ｍｇ「タナベ」 ニプロＥＳファーマ 2149032F1102 19.3 613 --- ---

ア その他 ～19.3 1,008 --- ---

医薬品名

後発 82%
1 214 【般】カルベジロール錠１．２５ｍｇ

後発 86%
2 214 【般】カルベジロール錠１０ｍｇ

【ジェネリック医薬品実績リスト（抜粋）】
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１６．インセンティブ制度の本格導入

（１）関係団体への制度周知の実施

55

（３）島根支部の広報媒体を活用した広報

 県内商工会議所への訪問説明を実施（６月）
 薬剤師会への訪問説明を実施（６月）

（２）各種説明会での講演

説明会等名称 実施状況 参加者数

社会保険新任事務担当者説明会 ５月、８月、１２月、２月 １６８名（５月、８月合計）

社会保険事務説明会 ６月 １，２１１名（１１会場合計）

健康保険委員交流会 ９月 １０７名（３会場合計）

媒体 実施月

支部ホームページ 通年

納入告知書同封チラシ 12月

社会保険しまね（社会保険協会隔月発行） 7月

だんだん健康 12月

企画総務G
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（４）WEBバナー広告による広報

 Yahoo提携サイト及びGoogle提携サイトへバナー広告を実施。
 バナーをクリックすると支部ホームページのインセンティブ制度関連ページへ遷移する仕組みとした。

【事業実績（令和2年3月末）】

広告期間
対象

デバイス
ターゲティング 表示回数 クリック数 クリック率

2/20～3/30
（30日間）

スマートフォン

タブレット
島根県内
18～70歳

約2,774万回 約3.4万回 0.12％

【バナー（抜粋）】

（５）全事業所へのリーフレット送付による広報

56

 インセンティブ制度に係るリーフレットを全事業所（10,975先）へ送付し制度周知を図った。（2月）

企画総務G
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（６）新聞等を活用した広報

57

 島根県内に広く周知するため、新聞広告等を利用した広報を実施。

①山陰中央新報への広告 ②山陰経済ウィークリーへの広告

掲載日 内容

令和２年２月２７日 ５段広告

掲載日 内容

令和２年２月～３月×４回(週) １ページ

企画総務G



１７．医療データの分析に基づく地域の医療提供体制への働きかけ

58

 支部加入事業所（被保険者10名以上）に対して健康経営や健康づくりに関するアンケートを平成31年3月に
実施し、令和元年10月に調査結果を取りまとめ。

 調査結果を令和２年度以降の事業へ反映。

 地域医療を見える化したデータベースの活用
「島根支部医療費等分析報告書（平成29年度データ版）」において、市町村単位での統計・分析を実施
し、市町村及び関係機関へ分析結果を提供した。

 地域ごとの医療提供の実態や偏りも踏まえたエビデンスに基づく意見発信
各圏域で開催される地域医療構想調整会議の場において、圏域ごとの課題を把握した上で、分析で得た
傾向を踏まえて、保険者の立場から意見発信を行った。

（１）地域医療を見える化したデータベースの活用及び地域ごとの医療提供の実態や偏りも踏まえた
エビデンスに基づく意見発信

（２）島根大学との連携による「健康経営に関する意識調査」の実施

アンケート送付事業所数 回収件数 回収率

3,009 1,538 51.1％

2018年度健康経営に関する意識調査結果のポイント

 健康経営に対する関心は、80.8%が「実践予定」「いずれ実践」としており、多くの企業で必要性を感じている。

 従業員の健康に対する取り組み実施について、運動推奨（9.7％）、食生活改善（6.0％）に関するものは少ない。

 健康経営に取組むうえでの課題については、ノウハウがない（45.0%）、どのようなことをすればよいかわからない（41.3%）が最も多く、

知識不足が課題となっている。

 「健康宣言」「ヘルス・マネジメント認定制度」は27.4%が「内容を知っている」と回答。「聞いたことがある」を含めると56.4%。
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